
確認済み項目　残数⇒ 残り 142 項目

№ 継続 回答欄

1 継続

2 継続
自治体コードが正し

くありません。

3 継続
自治体コードが正し

くありません。

4 行政区分 新規
自治体コードが正し

くありません。

人口
★ 回答不要

令和６年中の自殺死亡率
★ 回答不要

5
まとめて

継続

6 継続

7 継続

8 継続

9 継続

10 継続

11 継続

12 継続

★ 自動集計 0人

13 変更

14 新規

15 新規

16 変更

17 継続

18 継続

19 継続

20 継続

21 継続

22 継続

23 継続

24 継続

25 新規

26 継続

【令和７年３月末時点で計画を策
定していない自治体のみ回答】策
定予定年度

27 継続

28 継続

29 継続

30 継続

31 継続

32 継続

33 継続

条
例

自殺対策についての条例 ※交付
金、基金関連は除く 34 継続

自殺対策計画とSDGsの関係性
　※プルダウンリストより選択

いのち支える自殺対策推進本部等を設置することへの言及の有無
　※有無を選択

合計

自
殺
対
策
担
当
部
署
情
報

自殺対策担当者人数
※令和７年３月31日付けの人数

貴自治体で行った一押しの事業（事業名を記載）
※一押しの事業とは、各自治体が行っている自殺対策事業の中で、地域特性に
合った事業であり、自治体において一番力を入れて推し進めたい事業を指す

その計画の策定に当たっては、「『地域自殺対策計画』策定・見直しの手引」
を参照されましたか

現行の「自殺対策の計画または自殺対策に関する記載がある計画」のウェブサ
イト掲載先リンク

基
礎
情
報

自殺対策担当部署の名称（部局および課室名）

自殺対策の専門部署か否か

自殺対策担当部署

自殺対策の計画または自殺対策に関する記載がある計画の有無

策定・改定終了年度
　※プルダウンリストより選択

進捗管理の実施状況※それぞれリ
ストより選択、ただし一押しの事
業及びPDCAのポイントは自由記述

兼任非常勤（会計年度任用職員）

自殺対策についての条例を制定しているか
　※有無を選択  ★条例のみ（要綱等はあてはまりません）

計画の策定予定年度
　※プルダウンリストより選択

計画全体の推進状況評価
　※プルダウンリストより選択

確認シート等を利用し、計画の進捗状況を整理しているか
　※プルダウンリストより選択

計画の進捗状況を踏まえ、PDCAサイクルに基づく計画全体の評価を実施してい
るか　※プルダウンリストより選択

計画の進捗状況について、庁内横断的な会議体（いのち支える自殺対策推進本
部等）で共有しているか　※プルダウンリストより選択

計画の進捗状況について、庁外関係者を含む会議体（自殺対策連絡協議会等）
で共有しているか　※プルダウンリストより選択

専任常勤

専任非常勤（会計年度任用職員）

巻頭における首長からのメッセージ
　※有無を選択

パブリックコメントの実施
　※有無を選択

計画作成や見直しの際に、住民等に対して、自殺に関する意識調査等を実施し
ている　※有無を選択

計
画
関
連

計
画
関
連

印刷すると、初期設定では、12ページになります。

自治体コード

都道府県名

市区町村名

住民票基本台帳の人口における

総人口（令和６年時点）

【自殺対策の計画または自殺対策
に関する記載がある計画を策定・
改定済の自治体のみ回答】計画の
概要

次期改定年度（中間見直しを含む）
　※プルダウンリストより選択

自殺対策単独の計画か、それとも他計画の中に含まれる計画か
　※プルダウンリストより選択

他計画の種別
　※プルダウンリストより選択

自殺対策計画と最上位計画の関係性

自殺死亡率

連絡先 担当部署メールアドレス
 〔外部機関（LGWAN以外）からの受信が可能なアドレス〕

担当部署電話番号

計画に掲載された事業に対する評価指標の設定
　※プルダウンリストより選択

兼任常勤

基礎情報
最初に自治体コード（5桁）を入力してくださ

い。入力は、半角でお願いいたします。

この角の赤マークがあるセルには、補足説明

があります。

読みにくいときはシート「注釈メモ」をご確

認ください。



35 継続

36 継続

37 継続

38 継続

39 継続

40 継続

41 継続

42 継続

43 継続

44 集合研修（派遣含む） 継続

45 YouTube等の動画配信 継続

46 その他オンライン研修（動画等） 継続

47 継続

48 継続

49 継続

50 継続

51 継続

52 継続

53 継続

54 継続

55 継続

56 継続

★ 自動集計 0

自殺対策事業全般（各種事業の普
及啓発を含む）に関する普及啓発
方法
※プルダウンメニューより選択

57 変更

58 継続

59 継続

60 継続

61 継続

62 継続

63 継続

64 継続

65 新規

66 継続

67 継続

68 継続

69 継続

70 継続

71 新規

72 　啓発事業（講演会、イベント事業）の有無 新規

73 　広報誌等による啓発事業の有無 新規

相
談
窓
口
等

自殺予防週間（９月10～16日）または自殺対策強化月間（３月）等の機会に合
わせてイベント等を実施している

窓口でパンフレット、チラシ、カード等を使って案内している

電話相談

庁内横断的な会議体（いのち支え
る自殺対策推進本部等）

昨年度の開催回数
　※プルダウンリストより選択

会
議
関
連

内）自死遺族等支援に係る民間団体／機関の数
 ※整数入力

広報誌やメディア（デジタルサイネージを含む）を通じて案内している

その他の具体的手法で実施
　※有無をプルダウンリストより選択

電子メールによる相談

自殺に関連して悩みを抱える人が
相談できる
各種相談窓口の実施状況
※それぞれプルダウンリストより
選択

窓口相談

昨年度の開催回数　※プルダウンリストより選択

ゲ
ー

ト
キ
ー

パ
ー

研
修

ゲートキーパー研修の実施状況
ゲートキーパー研修の実施状況　※有無をプルダウンリストより選択

ゲートキーパー研修の
形態
※実施状況をプルダウ
ンリストより選択

行政職員向け実施率（％）
 ※累積人数／対象人数、リストより選択

合計（№48で「すべて把握」と回答している自治体は、№49受講者数と一致し
ない場合は、確認をお願いいたします）

自
殺
対
策
の
広
報
・
啓
発
活
動

養成人数の把握　※プルダウンリストより選択

庁内横断的な会議の設置の有無
　※有無をプルダウンリストから選択

議長役職　※プルダウンリストより選択

行政職員
　※整数入力

教職員
　※整数入力

ゲートキーパー研修の対象者

訪問相談

SNSによる相談

死亡届や戸籍等の手続きに関する冊子やコーナー（おくやみコーナー等）で窓
口や事業を案内している

ボランティア団体
　※整数入力

民生・児童委員
　※整数入力

住民
　※整数入力

その他
　※整数入力

自殺対策全般の広報、普及啓発方
法
※有無を選択

ウェブサイトやSNSで案内している

庁外関係者を含む会議体（自殺対
策連絡協議会等）

心
の
健
康
づ
く

り

心の健康を支援する環境の整備と
心の健康づくりの推進について

精神保健医療福祉の相談が必要な人のための相談部門と
自殺対策担当部門との連携の有無

自殺や自殺関連事業等
に関する正しい知識の
普及

庁外会議の設置の有無
　※有無をプルダウンリストより選択

会議体に参画する民間（庁外）団体／機関の数
 ※整数入力

内）自殺対策に係る民間団体／機関の数
 ※整数入力

都道府県と市町村が連携した広報・啓発活動等の実施の有無
　※プルダウンリストより選択

受講者数（自治体として把握している研修受講者数）
　※整数入力

関係団体や関係者を通じて案内をしている

住民に配布される便利帳などに窓口が載っている

職能団体等
　※整数入力

【回答のための補足】

注）ゲートキーパー研修につい

ては、政策パッケージに記載さ

れている取組内容に準じていれ

ば、当該研修に相当するものと

する。また、ゲートキーパー養

成研修の定義として、複数回に

渡るものでなくとも、１回限り

のものも含むものとする。計画

未策定の自治体、計画にゲート

キーパー研修の内容が含まれて

いない自治体にあっても、回答

すること。自殺対策担当部署が

実施しているものの他、計画に

記載されている／自殺対策事業

として捉えられている上で他部

署が実施しているものも含まれ

る。

【回答のための補足】

58～65は、相談窓口等の県

民・市民等への広報・普及啓

発の方法についての設問

注）都道府県や民間団体等が

実施している事業を含む。

【回答のための補足】

庁外関係者とは、民間団体およ

び所属する首長の指揮下にない

公の団体等を指す。



74 継続

75 継続

76 継続

77 継続

78 継続

79 継続

80 継続

81 継続

82 継続

83 継続

84 継続

85 新規

86 継続

87 継続

88 継続

89 継続

90 継続

91 継続

92 継続

93 継続

94 継続

95 継続

96 継続

97 継続

98 継続

99 継続

100 継続

101 継続

102 継続

103 継続

104 継続

生活困窮者の自殺対策の推進
105 新規

孤独・孤立対策推進法に基づく事
業推進 106 新規

107 継続

108 継続

109 継続

110 継続

111 継続

112 継続

113 新規

114 継続

115 継続

「SOSの出し方に関する教育」の
教材整備状況 116 変更

自殺未遂者への個別支援の実施状
況

その他の連携先の有無

自殺未遂者支援事業（個別支援以
外）の実施状況
※有無を選択

自殺未遂者支援に関するネットワーク構築（会議開催）

自殺未遂者への個別支援の実施状況
　※有無を選択

医療機関との連携

医療機関以外の関係機関との連携

警察との連携

消防との連携

自
死
遺
族
等
支
援
の
状
況

自殺未遂者支援に関する研修の実施

その他の内容での実施の有無

自
殺
未
遂
者
に
対
す
る
個
別
の
支
援

孤独・孤立対策推進法における会議

恒
常
的
な

枠
組
み

遺児等への支援（遺児向けの冊子作成、ヤングケアラー支援等）

公開している教材やプログラムがあればURLを記載

SOSの出し方に関する教育の実施
状況

自治体からの講師（保健師等）派遣実施有無
　※有無を選択

上記設問(107）の派遣回数（のべ回数）　※整数入力

小学校（昨年度の累積校数／のべ回数ではありません）
　※整数入力

小学校実施率（％）※累積校数／対象校数、
　※プルダウンリストより選択

令和６年９月改訂「自死遺族等を支えるために～総合的支援の手引」
を活用していますか　※プルダウンリストより選択

自死遺族等に限定した「心のケアに関する相談窓口」の設置
（対面・電話・メール・SNSの委託事業を含む）	

自死遺族等への初期介入
（個別訪問、支援会議の開催等）

自死遺族等支援に関する啓発イベント等の実施（講演会・パネル展等）

自死遺族等向けのわかち合いの会の主催または運営の支援
（会場提供・運営費の補助等を含む）

自死遺族等支援に関する研修等の実施（職員・民間団体向け）	

自治体独自の自死遺族等支援に関する支援者向けの手引や
マニュアル等の作成	

学校、職場等で自殺があった場合の事後対応	

自殺対策担当が主催する個別支援
会議の開催の有無

生活困窮者自立支援制度等に係る各種取組との恒常的な連携の有無
（個別事例の検討を除く）

孤独・孤立対策地域協議会への参画の有無

個別事例の検討にあたり、自殺対
策担当として、他部署所管の会議
体への参加の有無

その他の場合の具体的内容
　※自由記述

自死遺族等支援事業の実施状況
※プルダウンリストより選択

№93のみ自由記述回答

自死遺族等に限定した「生活等の相談窓口」の設置
（対面・電話・メール・SNSの委託事業を含む）	

社会福祉法に基づく支援会議
個
別
の
事
例
の
検
討

自殺対策担当が主催するケース会議

保健所及び市町村における精神保健福祉業務運営要領によるケース会議

生活困窮者自立支援法に基づく支援会議

地域自立支援協議会における個別支援会議

要保護児童対策地域協議会における個別ケース検討会

障害者虐待防止法に基づく会議

高齢者虐待防止法に基づく会議

介護保険法に基づく地域ケア会議における個別ケア会議

個別支援にかかる『その他の会議』

中学校（昨年度の累積校数／のべ回数ではありません）
　※整数入力

中学校実施率（％）※累積校数／対象校数、
　※プルダウンリストより選択

貴自治体が、高校設置者である場合〇、ではない場合✕を選択

高等学校（昨年度の累積校数／のべ回数ではありません）
　※整数入力

高等校実施率（％）※累積校数／対象校数、
　※プルダウンリストより選択（設置者でない場合は回答不要）

児
童
生
徒
の
S
O
S
の
出
し
方
に
関
す
る
教
育

【回答のための補足】

注）SOSの出し方に関する教育について

は、政策パッケージに記載されている取

組内容に準じていれば、相当するものと

する。事業を１コマ分実施していなくと

も、SOSの出し方に関する教育とみなし

て構わない。計画未策定の自治体、計画

にSOSの出し方に関する教育の内容が含

まれていない自治体にあっても、把握可

能な時期からの状況について回答するこ

と。自殺対策担当部署が実施しているも

のの他、計画に記載されている／自殺対

策事業として捉えられている上で他部署

が実施しているものも含まれる。

【回答のための補足】

項目74は、自治体として個別

支援を行った場合「有」とし

て回答してください。

項目75～79は、74の有無にか

かわらず、連携の状況を回答

してください。

項目75から79は、

74の有無にかかわらず、

連携の状況を回答してください。



117 継続

118 継続

高
齢
者
の

自
殺
対
策

高齢者の自殺対策の推進

119 新規

女
性
の

自
殺
対
策

母子保健との連携

120 新規

121 新規

122 新規

123 新規

124 新規

125 新規

126 　地域における自殺対策取組事例を活用 新規

127 　オンライン学習資料（ダウンロード）を活用 新規

128 　統計を活用 新規

129 　自殺対策に関する参考情報や最新の関連報道を活用 新規

130 　JSCPの作成したeｰラーニング研修を活用 新規

131 　集合研修（派遣含む）でYouTube動画等を活用 新規

132 　資料を二次利用（他の研修・資料配布等）して活用 新規

133 　計画策定時に活用 新規

134 　次年度の事業立案時に参照 新規

135 　計画策定時に活用 新規

136 　計画見直し・評価の際に活用 新規

137 　庁内外会議の資料作成の際に活用 新規

138 　自殺対策計画策定の際に活用 新規

139 　計画見直し・評価の際に活用 新規

140 　その他で活用 新規

141 新規

142 新規

143 新規

全般※自由記述

144 継続

全般※自由記述

145 継続

※

民
間
団
体
と
の

連
携
強
化

民間団体の人材育成に対する支援の実施の有無

民間団体と自殺対策部門との取組の連携の有無（自殺多発地域や先駆的取組等
の事業の連携）

民間団体の相談事業に対する支援の有無

民間団体との連携強化について

職
場
等
に
お

け
る
環
境

職場におけるメンタルヘルス対策
の推進

職場における環境やパワハラ等の相談に対し
相談窓口の案内や助言、情報の提供を実施している

企業に向けて、職場環境の改善の推進やメンタルヘルス対策の推進
にかかる事業を行っている

自殺対策の推進における課題・問題点や各都道府県の地域自殺対策推進セン
ターに期待する支援の内容

JSCPに期待する支援の内容

備考（連絡事項があれば）

地
域
レ
ベ
ル
の
実
践
的
な
取
組
へ
の
支
援
の
強
化

「地域レベルの実践的な取組への
支援を強化する取組」として提供
している資料やツールについて

「地域自殺対策計画」策定・見直しの手引の活用状況

自殺対策推進状況調査の活用状況

地域自殺対策推進センター運営実施要綱に基づくセンター運営の状況
（センター設置自治体のみ回答）

地域自殺実態プロファ
イルの活用状況

地域版ホエールの活用
状況

地域自殺対策政策パッ
ケージの活用状況

地域における自殺対策
取組事例の活用状況

JSCPが作成したゲート
キーパー研修コンテン
ツの活用状況

母子保健部門や子育て家庭支援部門のいずれかと
自殺対策担当部門の連携の状況

「SOSを受け止めるための体制づ
くり」 学校等における、保護者を対象とした講座の実施等によるアプローチの有無

こども・若者とかかわる度合いの高い関係者（教員・保護者以外）へのアプ
ローチの有無
例：社会教育団体（スポーツ団体等）の指導者や町会関係（こども会担当等）
者

地域包括支援センター等、高齢者を支援する部門との連携の状況

児
童
生
徒
の
S
O
S
の
出
し
方
に
関
す
る
教
育

【回答のための補足】

学校および学校関連機関、自治会

や町内会組織、関係団体を含む。


